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大規模災害等発生後の学校教職員の心のケアに関する国内外の研究の動向と課題

飯 田 順 子1) 高 村 岳2)
及 茅 野 理 恵 3)

本研究の目的は， 大規模災害等発生時の学校教職員の心のケアに関する国内外の研究に関して文献研究を行い， 研

究の動向と課題を明らかにすることであった。 CiNii及びPsychINFOで関連論文を収集した上で， ①新たなデー タが

提示されていること， ②小学校， 中学校， 高校の教員を対象としていること， ③教員の体験とその後の心身の状態に

関する記述が含まれていること， の3基準で論文を選択したところ， 国内の論文が13件， 国外の論文が6件抽出さ

れた。 文献研究の結果から， 教員の惨事ストレスレベルの高さが示され， その影響は数年間にわたって見られること

が示された。 教員のストレス反応に影響を及ぼす要因としては， 「 自らの被災状況」「震災関連業務による業務量の増

加」「生活の変化によるストレス」「子どもの震災反応への対応の困難さ」「性別， 年齢， 不安の程度， テレビ報道への

反応などの個人変数」が見られた。 教員の心のケアに関する現状では， 災害後に実施された心理教育に関する記述，

スク ー ルカウンセラ ーの配置や派遣によるサポ ートに関する記述が見られた。 一方， いずれの論文にも， 教職員に対

するサポートの課題が挙げられており， 大規模災害発生時に組織として誰がどのように教職員のサポートを行うのか

事前に定めておくなどのシステムの整備が課題であることが示唆された。

キ ー ワ ー ド：大規模災害， 学校教職員， 心のケア， 惨事ストレス

A literature review of stress care among school personnel 

in the time of large-scale disaster 

Junko Iida ll Ai Takamura 2l Rie Chino 3l 

The purpose of the present study was to review the research concerning stress care among school personnel in the 

time of large-scale disaster. The result of the search yielded 13 studies in Japan and 6 studies outside of Japan. The result 

showed that the critical incident stress level of the teachers was high and it lasted several years. The factors that affected 

teachers'stress level were "disaster exposure," "increase in the workload of the disaster-related tasks," "stress from life 

change," "difficulty dealing with childrens' disaster reaction," "demographic factors such as sex, age, anxiety reaction, 

reaction toward TV exposure." With respect to teachers'stress care, we found two types of description: psychoeducational 

program provided toward teachers, and support from school counselors. Most of the research indicated there is a lack of 

support toward teachers and it is important to think in advance who is responsible for providing support to teachers and how 

he/she does it in the time of large-scale disaster. 
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問題と目的

東日本大震災， 熊本地震， 鳥取県中部地方地震， 九
朴l北部豪雨など地域を揺るがす大規模災害が発生して
いる。 こうした， 大規模災害時に人が経験するストレ
スは， 「惨事ストレス(Critical incident stress)」と呼ば
れている（桑原 ・ 高橋・松井，2014;松井，2009)。
惨事(Critical Incident)とは， 「通常の対処行動規制が
うまく働かないような問題や脅威」（松井，2009, pp.3)
であり， 例えば， 地震， 洪水， 噴火， 津波， 台風のよ
うな大規模自然災害のほか， 暴力， レイプ， 虐待， 交
通事故， ビルの倒壊， 戦争などの人為的災害や暴力行
為が含まれる（松井，2009)。 惨事ストレスとは， 「惨
事に直面した人か， 惨事の様子を見聞きした人に起こ
るストレス反応」 （松井，2009, pp.3)とされている。

松井(2009)は， 惨事ストレス被害者の分類につい
て， 以下のように紹介している。1 次被害者は， 直接
の被害者 ・ 被災者である。1.5次被害者という分類も
あり， ここには被災者の家族 ・ 保護者・遺族が含まれ
る。 消防職員， 警察官， 海上保安官， 自衛官など職業
的災害救援者や，医師，看護職， カウンセラー， 教員 ・

保育士など災害時に救援する職業は 2 次被害者とされ
ている。 また， 報道で衝撃を受けた被災地外住民など
は， 3 次被害者に分類される。

教員は災害時に， 児童生徒や家族， 学校関係者をサ
ポートする立場にあり， 被害の状況を詳細に聞くこと
により二次的な被災を受ける可能性がある。 さらに，
教員自身が1次被害者でもある場合には， 複次的な被
災者となる。 東日本大震災や熊本地震など地域全体を
直撃する大規模災害の発生時には， 自らが被災した立
場に置かれながら( 1次被害者）， 児童生徒や家族， 学
校関係者をサポートする立場 (2 次被害者） に置かれ，
そのストレスは計り知れない。

このような状況がある一方で， 学校教職員を対象と
した災害時の心のグアの実践や研究は十分に進んでい
るとは言えない。 子どもの心のケアに関する研究に比
べると先行研究も少ないことが指摘されており（原 ・

土岐 ・ 藤森，2014;小林，2015; Seyle, Widyatmoko, & 
Silver, 2013)，施策も遅れがちになっていると考えられ
る。 これまでにこの分野においてどのような研究が行
われているかを整理し， どのような課題があるのかま
とめることは， 今後起こりうる大規模災害等発生後の
教職員の心のケアの対策を考える上で重要であると考
える。 そこで本研究では， これまでに公刊されている
大規模災害等発生後の教職員の心のケアに関連する文
献を収集し， 研究の動向をまとめ， 課題を明らかにす
ることを目的とする。
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方 法

201 7年3月時点で，CiNii を用いて， 「2000年以降」
の論文で， タイトル検索 「惨事ストレス AND（教師

OR教員）NOT子どもNOT生徒NOT教育NOT防災
で検索した結果， 該当する論文は見られなかった。 そ
こで， タイトル検索「（教師OR教員）AND（震災OR
被災）NOT子どもNOT生徒NOT教育NOT防災」で
検索した結果， 57件の論文が抽出された。 57件のう
ち， 東日本大震災に関連する文献が 51 件， 阪神淡路
大震災2 件，中越大地震1件，中国・四川大地震1件，
伊豆大島台風土砂災害1件，関東大震災1件であった。
すべての論文について， 学校心理学を専門とする大学
教員， 心理学専攻の大学院生1名が独立して判定した
結果， 教員の心のケアと関連が高いと判断された論文
が 31 件， 直接的には教員の心のケアの内容ではない
が関連する記述が含まれている可能性があると判断さ
れた論文が 15件， 大学教員やボランティア体験者が
東日本大震災をどのように経験したかや， 子どもの心
のケアに関する内容で， 今回の調査内容とは関連が低
いと判断された論文が 11 件となった。 関連があると
判断された論文 46件の文献を確認し， ①質問紙調査，
インタビュー調査， 事例といった方法論で新たなデー

タが提示されていること， ②小学校， 中学校， 高校の
教員を対象としていること， ③教員の体験とその後の
心身の状態に関する記述が含まれていること， の 3 つ
の基準で論文を選択したところ，12 の論文が抽出され
た。 この他に， 既知であった阪神 ・ 淡路大震災を経験
した教員を対象とした介入研究（倉戸，2001)を1件
加え， 合計13 件の論文を文献研究の対象とした。

次に， 海外論文についても，2000年以降を選択し，
PsycINFOのタイトル検索で， 「teacher AND disaster」
を行った結果， 4 件抽出された。 さらに， 抽出された
論文内で引用されている 「大規模災害発生後の教員の
ストレス」に関する先行研究も検索した結果， 関連論
文が1件抽出された。 前述の国内文献で抽出された中
国 四川地震の1件を， 海外文献に移動した結果，6件
の論文が抽出された。 ニュー ジーランド・クライスト
チャー チ地震＼インドネシア ・ ジャワ島地震汽中国・
四川省地震汽米国・ハリケーンカトリー ナ 4， という
自然災害に関する研究が 4 件，米国・オクラホマシティ
連邦政府ビル爆破事件汀件，ロシア ・ サヤノシュシェ
ンスカヤ水力発電所事故 6 1件など地域全体を揺るが
す事件事故が2 件であった。
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結 果

論文全体の概要
上記で抽出された文献リストを，Tab.1 に提示する。

災害の内容では， 阪神 ・ 淡路大震災2件， 東日本大震
災関連 10 件， 中越大地震 1件， ニ ュ ージーランド ・

クライストチャーチ地震1件， インドネシア ・ ジャワ
島中部地震1件， 中国四川省地震1件であり， 地震が
16件であった。 また，米国の文献でハリケーンが1件
見られた。 また，米国とロシアそれぞれ1件ずつ大規
模な事件事故が見られた。 研究方法に関しては， 質問
紙法を用いた研究7件， 介入研究3件， 面接法を用い
た研究4件， 当事者としてあるいは観察者として現場
の様子をエスノグラフィとしてまとめた研究が5件で
あった。 研究対象者数 は， 記載のない研究から 1,033

名の質問紙データまでの幅が見られた。

教員の惨事ストレスに関する状況
質問紙調査を実施した研究では，GHQ 精神健康調査

を用いている研究（竹島 ・ 松原・佐々木，1996;西田，
2012) や， 改訂出来事インパクト尺度 (IES-R) を用
いている研究（小林，2015; Pfefferbaum et al., 2004), 
その他ストレス反応を測定している研究（小島他，

2013 ;倉戸，2001 ; Leonova, Zlokazova, Kachina, &

Kuznetsova, 2013; Seyle et al., 2013; Pfefferbaum et al., 
2004) ， バー ン アウト尺度が用いられている研究

(Kuntz , Naswall, & Bockett, 2Q13 ; Leonova et al., 
2013) が見られた。 中越大震災を経験した小中学校教
員714名を対象に， 震災4年後に質問紙調査を実施し
た小林(2015) の研究では，IES-R のカットオフを超
えた教師の割合は3% (24名）であり， この24名中

20名（約83.3%）がKlO（うつ病・不安障害のスクリー

ニ ング調査）でもカットオフを超えており，PTSD症
状と同時に， 気分・ 不安障害を併発している可能性が
高いと報告されていた。 また，50代と60代の女性教
諭のIES-Rの得点が特に高かったことが報告されてい
る。 また， 女性管理職の得点も高い傾向が示された。
加えて， 自宅が被災した教員の方が， 自宅が被災しな
かった教員よりもIES-R得点及びKlO得点が嵩いと報
告されている。また，倉戸(2001)やSeyle et al. (2013)
においても， 災害後の教員のストレスレベルの高さが
示されており， その影響は数年間にわたって見られる
ことが示されている（倉戸，2001; Seyle et al., 2013)。

質的研究においても， 教員のストレス反応に関する
記述が見られる。 寺井 (2011) には， 学校再開のため
に懸命に取り組む教員の様子が描かれているが， 体調
不良を訴えて早退していく教員もいたこと， 先が見え
ない不安の中で肉体的疲労が高まる様子が記述されて

いた。 また， 山本 (2013) には， いつもと違って怒鳴
る他の先生に戸惑う， 緊急地震速報の音に驚いて涙が
出る， 転勤後疎外感を感じる， 子どもの支援に関する
心配， 仕事に対する虚無感があるといった， ストレス
反応が観察されたと報告がある。 鈴木・志賀(2014)
では， 福島県の原子力災害の避難区で勤務していた男
性教員との面接経過の中で， 不眠症状や居場所がない
という不安， 焦燥感などのストレス症状を示していた
ことが報告されている。 こうした質的な記述からは，
各種のストレス反応が示されている。 心理面の反応と
して， 不安， イライラ， 恐怖， 落ち込み， 怒り， 疎外
感無気力感などが報告されている。 行動面の反応と
して，怒りの爆発，泣く，孤立などが報告されている。
身体面の反応として， 疲労感， 睡眠障害， 頭痛， 腹痛
などが示されている。 また， 心的外傷性ストレス症状
とされる， 侵入症状， 回避症状， 過覚醒症状が見られ
る事例も含まれる（倉戸，2001;買 ・ 前田，2014)。

教員のストレス反応に影響を及ぼす要因
教員のストレス反応に影響を及ぼ要因として， いく

つかの共通要素が見られた。1 つは，「 自らの被災状況」
である。小島他(2013) の調査では，教職員のうち32%
は避難 ・ 転居を経験し，55％は住居被害を受けていた。
そして，避難や転居のあった者ほど，不安 ・ 不確実感，
疲労 ・ 身体反応， 自律神経症状， うつ気分 ・ 不全感が
強く， 住居被害があった者も疲労 ・ 身体反応とうつ気
分 ・ 不全感が強かったという。 小林(2015) でも同様
の結果が得られており， 自宅が被災した教員の方が，
自宅が被災しなかった教員よりもIES-R得点及びうつ
病 ・ 不安障害のスクリーニ ング調査の得点が高かった
という。 また，Seyle et al. (2013) では， 地震によっ
て大規模な器物損害を経験した教員83.3%， 地震に
よって亡くなった知人がいる71.8%， 遺体を目撃した

61.9%，自身が大けがを負った2.4％と教員の深刻な被
災状況が報告されている。

2 つ目は， 「震災関連業務による業務量の増加」であ
る。 多くの先行研究の中で， 震災直後の避難所運営に
携わる教員の様子が報告されている（小島他，2013;
松浦，2012；吉井他，2016)。竹島 ・ 松原 ・ 佐々木(1996)
は， 被災住民と学校教員を対象に GHQ を用いてアン
ケートを実施した結果， 避難所で世話係をしている学
校教員の GHQ 得点は，被災住民よりも有意に高いこ
とを報告している。 また， 福島県では， 放射線災害へ
の対応にも迫られ， 教員が放射線量を測定し， 自ら情
報収集にあたっていたという記述もある（松崎，
2011)。 また， 質的な研究からは， 原他 (2014) が，
東日本大震災を経験し関東圏で学校教員として勤務し
ている10名を対象に半構造化面接を実施し， M-GTA
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脚注

1. 2010年9月4日（震度7.1，)とその後2011年2月22日（震

度 6.3) に発生したニュージーランド ・ クライストチャー

チ 地震により185名が死亡し， 市のインフラが広域にわた

り被害を受けた

2.2006年5月27日に発生したジャワ島中部地震（震度6.3)。

死者5000人，14万世帯が家を失い， 別の場所に移動した。

この地域は， 環太平洋火山帯があり， 地理的にも不安定な

場所であり， 津波， 地震， 火山の噴火， 土石流災害が定期

的に起こっている。

3. 2008年5月12日に発生した中国四川省地震（マグニチュー

ド8.0)。死者69227人，負傷者374643人，行方不明者17923

人と報告されている。

4. 2005年8月末に 米国南東 部を襲った大型のハリケーン。

特にニュー オーリンズ市は被害が大きく， 市内の陸上面積

の8割が水没したと言われている。 ニュー オーリンズのあ

るルイジアナ』州の死者は， 1577人と報告されている。

5.1995年4月19日に，米国オクラホマ小卜1のオクラホマシティ

の連邦政府ビルが爆破され， 子ども19人を含む168人が

死亡， 800人以上が負傷した。

6. サヤノシュシェンスカヤダム (Sayano-Shushenskaya Dam) 

は， ロ シアシベリア連邦管区ハカス共和国サヤノゴルスク

に建設されたダム。 2009年8月17日に発電所施設内の老

朽化した送水管が破裂し， 大量の水が機械室に流れ込み，

事故が発＇ヒ。 死者は74名とされている。

7. ペリトラウマティックストレスは， DSM-IV の基準で示さ

れた， 外傷とi,,‘る出来事の最中•あるいは直後に経験され

る ‘‘
恐怖， 無気力， 憂うつ” といった反応の強さであり，

PTSD を発症するリスクを高める要因の 1 つと言われてい

る。
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